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（報告事項  ） 

第１３３４回経営委員会資料 
２０１９年７月２３日 

 
 

２０１８年度 ＮＨＫと関連団体との取引の評価・公表について 
 
 関連団体運営基準 第２６条に基づき、ＮＨＫと関連団体との一定規模以上の取

引について、添付「２０１８年度 ＮＨＫと関連団体との取引について」のとおり

評価し、これを公表することとしたので報告する。 
 なお、競争・随意契約を問わず、個別契約ごとの情報についても、一覧表形式で

あわせて公表する。 

１ 公表内容 
「２０１８年度 ＮＨＫと関連団体との取引について」 

２ 公表方法 
ＮＨＫの公開ホームページに上記を掲載 

 
＜参考＞  

関連団体運営基準 第２６条 
 ＮＨＫは、関連団体との一定規模以上の取引について、毎年度その取引が適正に行われて

いるかどうかの評価を取りまとめて、理事会および経営委員会に報告し、公表する。 
 
放送政策研究会 第一次報告（抜粋） 
 国民からの受信料を財源とする公共放送事業体としての取引の適正性及び透明性を確保

する観点から、次のような措置を講じることが適当と考える。 
 ア．イ． （略） 
 ウ ＮＨＫにおいて、子会社等との調達取引及び子会社等への業務委託が適正に行われて

いるかどうか、一定規模以上の取引についてはその評価を取りまとめて、毎年、公表す

る。 
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２０１８年度 ＮＨＫと関連団体との取引について 

      

２０１８年度におけるＮＨＫと関連団体との一定規模以上の取引については、 

以下のとおりです。 

 

 

１．対象とする取引の規模 

１件の契約金額が、以下の金額（注）を超えるもの（以下「取引」と称する。）

としました。 

・工事または製造 ２５０万円 

・財産の買い入れ １６０万円 

・物件の借り入れ  ８０万円 

・その他の役務  １００万円 

（注）経理規程第５１条に基づき、少額のものとして随意契約できる場合の金額の基準を超える取引を対象と

しています。 
 

 

２．取引の総件数および取引総額 

  取引の総件数は ２,２１５件、取引総額は １,９９２億円でした。 

 

 

３．取引の分野別内訳 

  取引の分野別内訳は、以下のとおりでした。 

区   分 件  数 金  額 

番 組 制 作 関 係 業 務  ５６６ 件 １,３８８ 億円 

技 術 関 係 業 務 １,１５４ 件 ２６８ 億円 

営 業 ･ 広 報 関 係 業 務  １５４ 件 ２００ 億円 

管 理 関 係 業 務 ３４１ 件 １３５ 億円 

２０１８年度 計 ２,２１５ 件 １,９９２億円 

（注）金額は、単位未満を切り捨てて表示しているため合計が一致しない場合があります。以下同じ。 

（参考）２０１７年度の件数・金額は、２,１１７件・１,８８０億円です。 
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４．取引の評価 

関連団体との取引については、随意契約の要件を充足しているかをはじめ、

経理規程および業務委託基準に基づき、全ての取引が適正に行われているかを

ＮＨＫ本体で点検し、いずれの取引も適正なものであると判断しています。 

この判断にあたっては、外部有識者で構成し、関連団体を含めた契約手続き、

随意契約の事由について点検・助言する「入札契約委員会」の評価も踏まえて

います。 

 

 

（1）随意契約の理由別の内訳は、次のとおりです。 

（注）複数の理由に該当する契約については、そのうちの主なものに区分しています。 

（参考）２０１７年度の件数・金額は、１,７０２件・１,７４１億円です。 

 

 

区     分 件 数 金 額 

① 公共放送サービスの質を確保するため、関連団体のノウハウを 
活用することが不可欠な業務委託 

３１４件 １,５８１億円 

－１ 放送番組の企画・制作とそれに関連する放送分野の業務委託  ２１０件 １,２６９億円 

－２ 放送施設の管理、放送番組の周知宣伝、受信料徴収に関する 
業務等の支援分野の業務委託 

 １０４件  ３１２億円 

② 契約の性質または目的が競争に適しない場合 １,４５７件  １８４億円 

－１ ＮＨＫの業務運営上、特殊の物品または特殊の技術を必要と 
するとき 

１,０４６件 １４４億円 

－２ 特許・実用新案・著作権など独占的な権利の許諾を必要とする
とき 

１４件 １１億円 

－３ 既設設備の改修・管理・保守関連のとき ３９７件 ２８億円 

③ 緊急の必要により競争を行う時間がない場合 ８件 ０.５億円 

④ 法令の規定により、契約の相手方が一者に定められている場合 ４件  ６１億円 

⑤ その他特別な事由がある場合 ９件 １５億円 

２０１８年度 計 １,７９２件 １,８４３億円 
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（2）競争の結果、関連団体と契約したものは、次のとおりです。 

（参考）２０１７年度の件数・金額は、４１５件・１３９億円です。 

 

○関連団体の役割 

関連団体は放送法に基づいて出資・設立されたもので、ＮＨＫの業務を補完・

支援することを基本とし、業務の効率的推進を主な目的としています。 

各関連団体は、公共放送にふさわしい番組の制作や放送設備の維持･管理など

に関する優れた技術や専門的な知識をＮＨＫから承継しており、ＮＨＫと共同

して公共放送事業を遂行しています。 

公共放送としての役割を果たすためには、これらの専門能力を活用すること

が不可欠となります。 

 

○番組制作業務の委託 

関連団体との取引の多くを「番組制作業務の委託」が占めています。 

番組の制作委託にあたっては、公共放送にふさわしい番組としての品質管理

が求められるため、一定水準の制作能力とノウハウが必要となります。美術や

制作技術などの番組制作に関連する業務も、固有の技術と経験が必要です。 

番組の企画制作は、番組１本ごとに内容や制作手法がすべて異なるという特

性があり、競争入札にはなじまないため、どのような番組を制作し放送するか

を決定する段階で、制作費の効率性にも配慮しながら、企画提案の内容によっ

て採否を決定しています。 

 

○取引のさらなる適正化の推進 

関連団体への業務委託については、外部監査法人による実地調査を行うなど、

契約金額の妥当性を検証しています。また、いったん取引全体を網羅的に捉え

て収支構造を検証し、契約内容のより一層の適正化を進める取り組みを行い、

収集・分析したデータをもとに契約の見直しを実施するなど、取引の適正性を

高めています。 

 

 

主 な 契 約 件 名 件 数 金 額 

ＮＨＫ共同受信施設 大規模改修工事 

業務システムの設計開発等業務 

ＨＤＣＡＭ ＶＴＲの定期補修 

軽印刷物の刷成  など 

４２３件 １４８億円 
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＜参考＞ 関係する諸規定 

１．関連団体との取引の評価・公表に関する規定 

 

関連団体運営基準 第２６条 

ＮＨＫは、関連団体との一定規模以上の取引について、毎年度その取引が適正に行われている

かどうかの評価を取りまとめて、理事会および経営委員会に報告し、公表する。 

 

２．業務委託の実施に関する規定 

 

放送法第２１条 

協会は、テレビジョン放送による外国人向け協会国際衛星放送の業務を円滑に遂行するた

め、・・（中略）・・業務を行うことを主たる目的とする会社を一に限り子会社・・（中略）・・とし

て保有しなければならない。 

２ 協会は、テレビジョン放送による外国人向け協会国際衛星放送の業務を行うに当たつては、・・

（中略）・・協会が定める基準に従い、当該業務の一部を前項に規定する子会社に委託しなければ

ならない。  

（第３項 略） 

 

同 第２３条 

協会は、・・（中略）・・第２０条第１項の業務・・（中略）・・については、協会が定める基準に

従う場合に限り、その一部を他に委託することができる。  

２  前項の基準は、同項の規定による委託をすることにより、当該委託業務が効率的に行われ、かつ、

第２０条第１項の業務等の円滑な遂行に支障が生じないようにするものでなければならない。  

（第３項 略） 

（※） 放送法第２０条は、第１項でＮＨＫの本来業務（テレビ、ラジオの放送等)、第２項で任意

業務（本来業務に附帯する業務等）を定めている。 

 

業務委託基準 第２条 

協会は、・・（中略）・・業務の一部を協会以外の者に委託する場合には、放送番組の編集に関す

る自主性を堅持するとともに協会の公共放送としての目的達成に支障を来さないものとする。 

２ 協会が協会以外の者に委託する業務（以下「委託業務」という。）は、委託することが自ら実施

するよりも経済性等において有利であり、委託することによりすぐれた成果を得られることが十分

に期待されるものでなければならない。 

 

外国人向け協会国際衛星放送の業務の委託に関する基準 第２条 

協会は、テレビジョン放送による外国人向け協会国際衛星放送の業務の一部を国際放送子会社

に委託する場合には、放送番組の編集に関する自主性を堅持するとともに協会の公共放送として

の目的達成に支障を来さないものとする。 

２ 協会が国際放送子会社に委託する業務（以下「委託業務」という。）は、委託することによりテ

レビジョン放送による外国人向け協会国際衛星放送の業務の円滑な遂行に資するものでなければ

ならない。 

 

※ 
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業務委託契約要領 

３．業務委託費の算定 

ＮＨＫが支払う業務委託費は、委託業務の内容に照らし社会的に公正かつ妥当で、経済的なも

のでなければならない。（以下、略） 

 

３．随意契約に関する規定 

 

経理規程 第５１条 

契約は、競争によることを原則とする。 

ただし、次の場合には随意契約とすることができる。 

(1) 契約の性質または目的が競争に適さないとき 

(2) 緊急の必要により、競争に付している時間がないとき 

(3) 法令その他これに準ずるものにより価格が明らかなとき 

(4) 少額のもの 

(5) その他競争に付すことを適当としないとき 

２ 第１項の競争は、入札、プロポーザル、競争見積等適切な方法をもって行う。 

 

業務委託基準 第３条第１項 

協会は、業務の専門性、特殊性等から他に委託先がない場合等やむを得ない場合を除き、競争

契約を原則として、当該委託業務を遂行するのに十分な能力を有する者の中から、当該委託業務

の内容、実施方法及び実施期間、経済性等を考慮し、業務の遂行上最も適当と認められる者を、

受託者として選定する。 

 

業務委託契約要領 

２．受託者の選定 

受託者の選定にあたっては、契約の公正性および透明性を確保するため、次による場合を除き、

競争によることを原則とする。 

(1) 公共放送サ－ビスの質を確保するため、当該業者のノウハウを活用することが不可欠な場

合 

(2) 削除 

(3) 著作権、特許権等の排他的権利の保護との関連で業者が限定される場合 

(4) 既設設備との関連で業者が一者に限定される場合 

(5) 緊急の必要により競争に付している時間がない場合 

(6) 法令の規定により、契約の相手方が一者に定められている場合 

(7) その他特別な事由で業者が一者に限定される場合 
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 2018年度 ＮＨＫと外部（関連団体を含む）との契約の状況について 

 

 

１ 公表趣旨 

  競争性・透明性の確保を図る観点から、ＮＨＫと外部（関連団体を含む）との契約 

の状況について、対象となる一定規模以上の取引の実績をとりまとめて公表します。 

 

 

２ 契約状況の推移                    

区 分 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 

競 争 契 約 
1,679 億円 

（63.5％） 

1,720 億円 

（63.4％） 

1,785 億円 

（63.5％） 

1,961 億円 

（64.2％） 

2,740 億円 

（69.4％） 

随 意 契 約 
966 億円 

（36.5％） 

993 億円 

（36.6％） 

1,024 億円 

（36.5％） 

1,095 億円 

（35.8％） 

1,206 億円 

（30.6％） 

合 計 
2,645 億円 

（100.0％） 

2,713 億円 

（100.0％） 

2,809 億円 

（100.0％） 

3,057 億円 

（100.0％） 

3,947 億円 

（100.0％） 

 

 

３ 一般競争入札の推移 

区 分 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 

件 数   759 件  1,145 件  1,380 件  1,690 件  1,997 件 

金 額  426 億円  407 億円  439 億円  605 億円 1,238 億円 

 

 

別 添 資 料 


